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ＶＡＲモデルにおける共和分，ＥＣＭ，因果関係の分析

浅　井　　　学

１．

はじめに

　本稿の目的は経済時系列データの因果関係の分析方法をサ ーベイすることにある 。経済学にお

いては，経済理論から変数問の具体的な因果関係が導かれない場合がある。また理論から導かれ

た因果関係が正しいものか検証を迫られる場合がある 。このような場合，データそのものに語ら

しめる方法として，時系列分析ではＧｒａｎｇｅｒ の因果性等の概念がある 。さて８０年代後半から多

くの経済時系列データは単位根を含んでいることが明らかになっ た。 このため定常時系列データ

に適用できた時系列分析の手法が使えなくなっ てしまっ た。 本稿では，まず定常な多変量自己回

帰Ｖｅｃｔｏｒ　Ａｕｔｏ－Ｒｅｇｒｅｓｓ１ｏｎ（ＶＡＲ）モテルにおける因果関係の分析法を紹介し（第２節～第４節）
，

第５節と第６節では非定常なケースについて扱う 。特に変数間に共和分関係があるときのＶＡＲ

の多変量誤差修正モテルＶｅｃｔｏ・ Ｅ・ｒｏ・ Ｃｏｒ・ｅｃｔ１ｏｎ　Ｍｏｄｅｌ（ｖＥＣＭ）表現と ，Ｊｏｈａｎｓｅｎ（１９８８）の

共和分検定等を踏まえて因果関係の分析法を紹介する。第７節では実際のデータを使 った例を紹

介する 。

２． ＶＡＲモデル ：識別と推定，予測

刎個の確率変数からなるベクトル独＝（〃。’，伽，・
〃刎） １～刎×１が力次のＶＡＲモデルで表わ

されるとする 。すなわち

独＝¢ 。〃’一１ ＋¢ 。〃’■。 十…十¢〃’ｉカ十吻
，

（１）

ただし軌 ＝｛¢
〃，此｝～刎ｘ刎（ん＝１

，… 力）は係数パラメーターの吻 次元正方行列である 。また

吻は吻＝（〃１’，… 〃刎） １なる刎 次元の撹乱項のベクトルであり ，ホワイト ・ノイズ ・ベクトル

であると仮定する。すなわち物は以下の性質を持つ 。

　Ｅ（〃’）＝Ｏ　ｆｏｒａ１１〃

吻・（吻）＝Ｅ（〃〃’）＝　：｛ｄ１ゴ｝ｆ・ｒ・１け

Ｅ（〃〃、）＝Ｏ　ｆｏｒ伴ｓ

（２）

（３）

（４）

（１００１）
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第２節から第４節では定数項のないＶＡＲを扱うが，これらの結果は定数項のあるモデルに簡単

に拡張できる 。

　真のラグ次数クが既知の時，ＴＳＰでＶＡＲ（ヵ）を推定するには

ｖａｒ（ｎ１ａｇｓ＝Ｐ）ｙ１
…ｙｍ；

とする 。ＴＳＰでは誤差項に正規性を仮定し最尤推定しているが，１本ずつ最小２乗推定しても

係数行列の推定値は（解析的には）同じである 。

　ラグ次数ヵの選択方法として，１）Ｓｍｓ（１９８０）の尤度比検定による選択方法，２）ＡＩＣ等の

情報量基準による選択方法がある 。尤度比検定により次数クを選択するには，最大ラグ次数クｍ、、

から逐次戸検定を行なえばよい 。

Ｈ。： ラグ次数がク。

Ｈ１： ラグ次数がク。十グ　（グ＞Ｏ）

とすると ，変数が 刎ならは帰無仮説の下で，自由度修正を施した尤度比検定統計量

　　〃＝（ト刎（ク。十ク＊））［工（Ｈ。）一工（Ｈ。）］

はＸ２（刎２ヵ＊）に従う 。ただし工（凪）は仮説凪（ク＝Ｏ，１）の下での最大対数尤度である 。

　ＶＡＲ（ヵ）による〃期先の予測値は

　　 ＾　　　ク　　　　　　　　ト１　　 ＾

　　４舳＝　¢比４ト舳十　¢〃’一舳ｉｆ〃＜ク　　　　　　　　　　　　　　（５）
　　　　北＝〃　　　　　　　　　　北昌１

で与えられる 。

　ＶＡＲモデルによる因果関係の分析は大きく分けて２つに分れる 。

　１　Ｇｒａｎｇｅｒ（１９６９）の意味での因果関係の分析

　２　Ｓｍｓ（１９８０）によるｍｏｖａｔ１ｏｎ　ａｃｃｏｍｔｍｇ

　　　 ・インパルス応答関数

　　　 ・予測誤差分散分解

後で紹介するように，両者は互いに強い関連はあるが異なっ た概念である 。

　ＶＡＲにおける因果性分析では，変数が１つ増えただけで（減っただけで），それまでとは全く

異なる結果になる場合がある 。従 って分析目的，経済理論に照らして適切な変数を選択しておく

必要がある 。

３． Ｇｒａｎｇｅｒ の因果性概念

　Ｇｒａｎｇｅｒ（１９６９）が提唱した概念であり ，”、の最適予測を行なうときに，過去の吻の情報がそ

の予測平均２乗誤差の減少に貢献しないとき ，Ｇｒａｎｇｅｒの意味で吻から”，への因果関係がない

　　　　　　　○
と定義され，吻フム〃，と表わす。また予測平均２乗誤差の減少に貢献するとき ，Ｇｒａｎｇｅｒ の意

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｇ
味で妨から４，への因果関係があると定義され，吻　　４，と表わす 。

　ＶＡＲモテルにおけるＧｒａｎｇｅｒ の因果関係について説明するために，（１）式のモテルの第 ｚ方程

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１００２）
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式に注目する 。

　　　　少　　　　　　　　　　　　　カ　　　　　　　　　　　　　　　　　カ
　　伽＝　¢ ‘１ ，舳，ト北 十…十　¢伽，〃〃， ’＿此 十伽十…十　¢切 ，北 伽，’．比 十伽
　　　　北呂１　　　　　　　　　　　　　　比呂１　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　北＝１

このときＧｒａｎｇｅｒ の因果性について次のように必要十分条件が示される 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｇ
　　吻ｄｏｅｓ　ｎｏｔ　Ｇｒａｎｇｅｒ　ｃａｕｓｅ４，（吻チ４，）目¢，フ１＝　　＝¢，〃＝Ｏ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　○
　　　　　　吻Ｇｒａｎｇｅｒ　ｃａｕｓｅ４，（吻　　　 ４。）自¢，〃≠Ｏ　ｆｏｒ　ａｎｙん

４３

（６）

すなわち当該変数の方程式のある変数がすべて説明力をもたないとき ，Ｇｒａｎｇｅｒの意味でその変

数から当該方程式の被説明変数への因果関係がないという 。

４．　Ｉｎｏｖａｔ１ｏｎ　ａｃｃｏｕｎｔ１ｎｇ

　Ｇｍｇｅｒ の因果関係は定性的概念であり ，との程度の強さで影響しているかという定量的概念

は扱 っていない。またＧｒａｎｇｅｒ の因果関係の概念は，基本的には２つの変数（群）の関係に関す

るもので，３変量以上の関係を同時に捉えることはできない。そこでこれらの限界を克服するも

のとして，Ｓｍｓ（１９８０）等はＶＡＲモテルのＶＭＡ（∞）表現による分析を提唱した。これがイ

ンパルス応答関数による分析と予測誤差分散分解による分析である 。これらはＩｎＯＶａｔｉＯｎ

ａＣＣＯｕｎｔｍｇとよはれる
。

　まず準備としてＶＡＲモデルのＶＭＡ（・・）表現，システムの誤差分散行列の対角化について

説明し，次にインパルス応答関数による分析と予測誤差分散分解による分析を紹介する 。

　４１　ＶＡＲモテルのＶＭＡ（・・）表現

　（１）式のＶＡＲ（ｐ）モデルをラグ ・オペレーター工を使 って¢（工）吻＝吻と書くことにする 。た

だし¢（Ｌ）＝ん一 刃．１ ¢北”である 。¢（工）が定常性の条件を満たすならば，このＶＡＲ（力）は

ＶＭＡ（・・） ，吻＝吻一　二。◎〃
３一比 または吻＝◎（工）吻に変換できる 。ただし◎（工）：１刎

一　二。◎〃である 。このときＡＲ係数¢此とＭＡ係数◎此は次のような関係にある 。

　　吹＝¢（工）・１吻＝◎（工）吻

従っ て¢（工）・１＝◎（工）または１刎＝¢（工）◎（工）である 。つまり

　　　　　　　　　　　ク　　　　　　　　　　　
ｏｏ

　　¢（工）Ｏ（工）＝（１刎一　¢ 比〃）（Ｊ刎一　◎ 此〃）

　　　　　　　　　　　北；１　　　　　　　　　　　北３１

　　　　　　　　　　　カ　　　　　　　　　　　〃　　　　　　　　　　　　　 ｏ。　　　　　　カ

　　　　　　　＝１刎一　（軌十◎ん）一　（¢ 比◎〃一比）〃一　（◎乃一　¢ 比◎ 〃一此）〃

　　　　　　　　　　〃＝１　　　　　　　　　　　比；１　　　　　　　　　　　　　〃＝ヵ十１　　　　　比＝１

　　　　　　　　　　　　　　　　　〃〉カ
であり ，これが１刎 に等しくなければならないが，そのためには”（〃≧１）の係数が全てゼロで

なければならない。これにより

　　　　　　　　カ
　　◎ん＝一 軋十　¢比◎ト北ｆｏｒト１，… ク

　　　　　　　差；去

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１００３）
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　　　　カ
　　Ｏ〃＝　¢ 比◎ト北　ｆｏｒ〃：力十１

，… ∞
　　　　比；１

なる漸化式を得る 。〃＝１ならば◎１＝一¢ 。であり ，〃＝２ならば◎。＝一¢。十¢ 。◎。である 。これ

によりＶＡＲ（カ）をＶＭＡ（∞）表現にしたときのＭＡ係数はＡＲ係数で表わせることがわか った 。

　４２　システムの誤差分散行列の対角化

　刎ｘ閉の正値定符号行列Ｘについて

　　Ｘ＝工刀ひ

ただし

　　工対角要素が１の下二角行列

　　〃 ：正の要素を持つ対角行列

　　ひ＝〃（上＝角行列）

というｒＬＤＵ分解」が一意に存在する（Ｃｈｏ１ｅｓｋｉ分解ともいわれる）。 ＬＤＵ分解を使えば ，

　　０＝Ｌ
－１

Ｘひ．１＝工・１Ｘ（Ｌ■１）１：（ひ 一１）１

Ｘぴ
■１

としてｘの対角化ができる 。下（上）三角行列の逆行列は下（上）三角行列となることに注意 。

　吻が¢（工）〃Ｆ吻なるＶＡＲ（ク）過程に従い，”、（吻）＝　ならば上の結果より

　　工
・１ ¢（Ｌ）吻＝Ｌ－１

吻

　０ｒ

　　¢ ＊（工）〃
、＝ 〆ただし吻７（〆）＝刀（対角行列）

として変換できる 。

　４３　インパルス応答関数

　吻 次元ベクトル吻の中の一つの変数４〃へ，〃 ，’ を通じて ｓｕｐｒ１ｓｅ　ｓｈｏｃｋを与えることを考える 。

もし吻の誤差項の分散共分散行列　が対角でないなら，伽と他の誤差項の共分散はゼロでは

ないので「伽への単独のｓｈｏｃｋ」は考えられない。そこで前節のＣｈｏ１ｅｓｋｉ分解による変換後の

〆使ってＶＡＲ（ク）を表すと

〃、＝¢ 。４，．。 十¢ 。〃，．。 十…十¢〃。．ク 十〃７

＝◎山〃卜 ◎１〃＝、一…一◎此〃二
此一…

＝◎紬アー◎ｒ〃二１一…一◎芝〃二北一… （７）

となる 。ただし◎。＝１閉 であり◎芝…◎比工（ん＝Ｏ，１，…）である 。従ってｒ〃簑への単独のｓｈｏｃｋ」

を考えることにより ，吻ベクトルの各変数への影響を見ることができる 。

時点 な一２　　カー１　　　　　３　　　　　な十１　　６→一２

Ｏ〃 　Ｏ閉 （…３‘）Ｏ〃Ｏ舳

（１００４）
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　上の表のように時点なにおいて 〆へ１単位のシ ョッ クを与える 。ただしＯ刎 は刎 次元のゼ

ロ・ ベクトルである 。上の式より ，このときの吹への影響をみるには吹を功 で偏微分すれば

よい 。

６・１・二
。一。・・となる 。ただし・１一［・二

。，

・二
。”

・・ ・｝一舳６〃。

すなわちＯ二 ，。 は◎ざの第ゴ列である 。次の期にはＶＭＡ（∞）は

４、、、＝ 硲１一◎＊〃７一…一◎乏〃二北一…

と書けるから ，４’。１への影響を見るには４’。１ を〃簑で偏微分すればよい。すると

６・
１圭・一一・二 １一舳・・となる 。ただし・ｒ一［・二

１，

・二
１，・・

・二
，１１一吻・刎である 。

６〃。

同様にして〃舳への影響は

６特 一一◎二 ”一刎・・
６〃。

で与えられる 。まとめると〃７へ１単位のシ ョッ クを与えると ，その影響は

◎二
，。

，一◎二
，１

，一◎二
，２ ，…

一〇乏
．、

（８）

としてシステム全体の刎個の変数へ波及していく 。これをインパルス応答関数という 。ＴＳＰで

は， 各方程式毎にその方程式の誤差項に１単位のシ ョッ クを与えたときの全変数の応答が〃期

先までプリントアウトされる 。

　ここで注意すべきことは吻の中の変数の順序を変えると　が変わるためＬも変わることであ

る。 すなわちシ ョッ クの伝達経路が異なることになる 。従ってインパルス応答関数の結果はモデ

ルにおける変数の順番に依存する。下二角行列工を使 ってＣｈｏ１ｅｓｋｙ分解を行なうときは，吹ベ

クトルの上の方に比較的独↓性の強い変数，下の方に比較的内生性の強い変数を置く配列がとら

れる（上三角行列を使うときは逆になる）。 これはＳｍｓ（１９８０）が提唱した方法で，多くの研究もそ

れにならっ ている 。もし並べ方に確信のないときには，いくつもの並べ方を試みて，それに依存

しない変数間の関係のみを採用するのが安全である 。

４． ４　予測誤差分散分解

ＶＡＲ（力）のＶＭＡ（∞）表現

　　〃、＝　◎〃
。．Ｆ　◎紬二

、

　　　‘＝Ｏ　　　　　　　‘＝０

を使うと〃期先の予測量〃舳を計算するには将来の吻。ゴ （ク＞Ｏ）をゼロと置くから

（１００５）
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ク舳 ：　◎〃、十。．Ｆ　◎チ硲
”．、

　　‘＝〃　　　　　　　　‘＝Ｏ

となる 。よっ て〃期先の予測誤差は

　　　　　　　〃一１　　　　　　　　　〃一１
　　 〃舳 一〃舳＝　◎〃 ，十。．Ｆ　◎ア孤 北．‘

　　　　　　　‘雪Ｏ　　　　　　　　‘；Ｏ

である 。３ゴ…（Ｏ
，…

０， ［プ番目］１ ，Ｏ
，…

Ｏ）
１～吻×１とすれば第プ変数についての予測誤差は

　　吻，１・パ吻，舳 ＝２ゴ
（４１・ｒ〃舳）

　　　　　　　　〃一１　　＊
　　　　　　　＝　〆ノ◎硲此．‘

　　　　　　　　‘昌Ｏ　　‘

　　　　　　　　〃一１
　　　　　　　＝　（硫、ぺ

、十”．言 十…十 礁，、〃簑

，、十”．、）
　　　　　　　　‘；０

　　　　　　　＝　（砺〃乏
、十” 十…十 砿，”．１〃乏

、十、）
　　　　　　　　比昌１

となる 。最後の表現は，予測誤差伽。ｒあ，舳を各変数に対するイノベ ーシ ョン（〃乏
，十” ，・

〃乏
。十、）ごとに分解したものである 。｛〃７｝がホワイト ・ノイズであることと

Ｅ伽７１＝０＝ｄｌ・ｇ…１ｌ・北比１～吻・吻

であることを使うと

　　〃８亙［吻 ，’］＝亙（妨，’。ｒ吻
，舳）２

　　　　　　　　〃　　　　　　　＝ ル肘（蝋。十…十
蝋”．、）

　　　　　　　此昌１

　　　　　　　一含和側

を得る 。最後の表現の｛｝内は，〃３Ｅ［吻，』のうち，第ん変数に対するイノベ ーシ ョンに起因

する部分と解釈できる 。従 って，時点なにおける４〃。〃 の最適予測のＭＳＥのうち第んイノベ ー

ションに起因する部分の割合は

　　
。。。北、、（。）一邸一

軸舳０篶　　　　　　　 （。）

　　　　　　　　〃ｓＥ［吻 ，１］　　た、咽仁払北砿二｝

として計算される 。これは相対的分散寄与率 ｒｅ１ａｔ１ｖｅ　ｖａｒ１ａｎｃｅ　ｃｏｎｔｒ１ｂｕｔ１ｏｎとよはれる 。相対的

分散寄与率を使った分析を予測誤差分散分解という 。

もしＲＶＣゴ＿ゴ（〃）が高ければ第プ変数は独立性または自律性が高いといえる 。もしＲＶＣＨ（〃）に

高いものがあれば，第ん変数から第プ変数への影響が高いとみなせる。このように予測誤差分散

分解はＧｒａｎｇｅｒ の因果性とは別の因果性の情報を与える 。ＴＳＰでは各方程式毎に１期先から一

定期先までの各変数からの相対的分散寄与率を計算する。なお各変数からの相対的分散寄与率の

（１００６）



ＶＡＲモデルにおける共和分，ＥＣＭ，因果関係の分析（浅井） ４７

和は

　　　　　　　　　　刃払此０鴛
　ＲＶＣ比＿ノ（〃）＝　　　　　　　　　　　　　　＝１

此一・ 　　　　 比一・ 　仁、じ仁払峨了
、｝

である 。前述のインパルス応答関数の場合と同様に変数の順序には注意する必要がある 。

５　誤差修正モデルとＪｏｈａｎｓｅｎ の共和分検定

　第５節と第６節では，非定常な多変量時系列モテルを扱う 。

Ｊｏｈａｎｓｅｎの共和分検定についてはＪｏｈａｎｓｅｎ（１９９１）やＪｏｈａｎｓｅｎ　ａｎｄ　Ｊｕｓｅ１１ｕｓ（１９９０）に詳しく

説明されている 。

　各要素が単位根を持つ刎 次元の確率変数ヘクトル挑～１（１）を考える 。この吻はＶＡＲ（力）

　　　カ吻＝４＋　¢紗 ＿‘
十£３

，

　　　‘昌１

（１ｏ

で表されると仮定する 。このモデルをベクトル誤差修正モデルＶｅｃｔｏｒ　Ｅｒｒｏｒ－Ｃｏｒｒｅｃｔｉｏｎ　Ｍｏｄｅ１

（ＶＥＣＭ）で表わすと

　　　　　　カー１
　　凶吻：４＋　Ｃ‘凶〃Ｈ＋Ｃ〃’＿ク

十£’，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１１）

　　　　　　‘＝１

　　１）
となる 。ただしＣＦ 一（１刎一 易、、 ¢ゴ）（ノ＝１

，… ク）である 。

（１１）式はは単位根検定のときのＡＤＦの式に対応している 。Ｊｏｈａｎｓｅｎ（１９８８）の共和分検定は，係

数Ｃヵのランクｒは独立な共和分ベクトルの数に等しい，という性質に基づいて行列Ｃクの固有

値を使 って検定統計量をつくる 。Ｃヵ～舳×舳の閉個の固有値がム＞ん＞…＞んで与えられたと

する 。もしベクトル〃’に共和分関係がないならば，Ｃヵのランクはゼロであり ，すべての固有値

んはゼロである 。このとき１ｎ（１一〃はそれぞれゼロとなる 。同様に吹に共和分関係が１つだけ

存在するならば，Ｃクのランクは１であり ，従 ってＯ＜ノ。＜１よりｈ（１一刃１）は負の値をとり ，そ

の他のん＝Ｏより１ｎ（１一刃。）：…＝１ｎ（１一 ん）＝Ｏである 。

　実際には最尤推定によりＣクを推定し，その固有値の推定値刃，を得る 。Ｊｏｈａｎｓｅｎ（１９８８）は次

の２つの検定統計量を提案している 。

トレース検定

最大固有値検定

１７ｏ：７≦；ク　〃ｓ．１１
１：７：〃ｚ，（ク＝Ｏ，１ ，…

入、、、、＝一ｒ　１ｎ（１一刃
‘）

　　　　　‘＝７＋１

Ｈｏ：７＝ゴ　 〃ｓ．Ｈ１：７＝ク十１ ，（ゴ＝Ｏ，１
，

ノｍ、＝一ｒ１ｎ（１一ノ
。。。）

舳）

，〃）

（１ａ

（１３

１）例えはＥ・ｄ…（１９９５，ｐ３９０）を参照してほしい 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１００７）
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この２つの検定を組合わせて共和分ベクトルの数を検定する。まずトレース検定で大まかな数を

出し，最大固有値検定で細かくみる 。

Ｊｏｈａｎｓｅｎ　ａｎｄ　Ｊｕｓｅ１ｌｕｓ（１９９０）ではトレンド項やダミー 変数を含めたモデル

　　　　　　　　　〃
吻＝４０＋４１〃十Ｗ以十　¢紗＿１ ＋勾

，

　　　　　　　　　‘＝０

（１ゆ

０ｒ

　　　　　　　　　クー１
」吻＝４ｏ＋４１カ十Ｖ以十　Ｃ■〃Ｈ＋Ｃ〃’＿ク十£’，

　　　　　　　　　　‘＝１

（１弓

においても同様にトレース検定統計量，最大固有値検定統計量を構築できることを示している 。

ただし以は平均ゼロとなるように変換されたダミー変数のベクトルである。例えばｒ＊年分の

四半期データ（標本数４ｒ＊）を扱っているならは以～３ｘ１であり ，対応する四半期でダミーの値

は１ではなく３／４，対応しない四半期で０ではなく一１／４となる 。

　単位根の検定において定数項やトレンド項の存在が検定統計量の分布に影響を与えるのと同様

に， ＤＧＰとモテルにおける定数項やトレンド項の有無が共和分の検定統計量の漸近分布に影響

を与える 。Ｏｓｔｅｒｗａ１ｄ－Ｌｅｎｕｍ（１９９２）がいくつかのＤＧＰとモデルについて検定統計量の棄却値

を与えているので，通常はその表を用いる。モデルに定数項もトレンド項もないならば，

Ｏｓｔｅｒｗａ１ｄ－Ｌｅｎｕｍ（１９９２）のｔａｂ１ｅ　Ｏを ，定数項付きならばｔａｂ１ｅ１を，定数項とトレンド項が含

まれているならばｔａｂ１ｅ２を使う 。ただしタミー変数が含まれていてもいなくても統計量の漸近

分布には変わらない 。

　Ｊｏｈａｎｓｅｎの検定の枠組みでは線形制約の検定が可能である 。このためにＪｏｈａｎｓｅｎ はＣヵのラ

ンクが ７のとき２つの吻ｘ７の行列 ぴ， ７を

Ｃク＝が

として疋義している 。このぴは宇個の共和分ベクトルのぴ。，・
ぴ、（の～閉ｘ１）を使 って

ぴ＝［ぴ１…ぴ。］～閉×７

表わされる 。このぴ，宇はＯＬＳで推定しようとしても識別不可能なため推定できない。しかしな

がら１）（１→式のＥｒｒｏｒ　Ｃｏｒｒｅｃｔ１ｏｎ　Ｍｏｄｅ１を最尤推定し ，２）Ｃヵの固有値，固有ベクトルを求め ，

２）共和分検定でＣヵのランク宇を決定，３）有意な宇個の固有値に対応する宇個の個有ベクト

ルが ぴ１
，… ぴ、 であるのでぴを得る 。４）Ｃヵとぴより宇が求まる 。

　線形制約の検定では，例えは帰無仮説を

Ｈｏ： Ｒぴ＝ｄ　 ｒａｎｋ（Ｒ）＝ｓ

としてＣヵの制約付きの固有値の推定量乃（Ｆ１
，・

刎）と制約無しの固有値の推定量工を使え
２）

ば， 尤度比検定統計量

２）乃を最尤推定する方法は，例えはＢａｎｅｒｊｅｅ〃ｏＺ（１９９４）を参昭して欲しい
。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１００８）
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一ｒ　［１・（１一ズア）一１・（１一ズ‘）１

　‘；７＋１

４９

（１ｄ

は帰毎仮説の下で漸近的に自由度 ｓのＸ２分布に従う 。詳しくはＪｏｈａｎｓｅｎ（１９９１）を参照して欲

しい 。

　Ｊｏｈａｎｓｅｎ（１９９１）が示しているように，共和分関係を表わす７ぴ１４
、一ヵ に定数項やトレント項を

含めることも可能である 。定数項だけを含むＶＥＣモデル

　　　　　　　カー１
」吻＝４ｏ＋Ｖ以十　Ｃ‘」４

、＿‘ 十宇ぴ１〃トク 十£、，

　　　　　　　‘；１

（１乃

は

　　　　　クー１
～＝”’ｕＣ」〃’一，十伽

１ぴ。）（４１．カ１） １＋・、，

　　　　　‘＝１

（１８

と書き換えることができる 。また定数項とトレンド項を含むモデル（１弓式は

　　　　　　　カー１

～｝十”汁別曲 一１
＋宇（ぴ１ぴ８）（〆．パ） １＋・，，

　　　　　　　‘＝１

（１９

と書き換えることができる 。このように変換されたモテルを最尤推定し，Ｊｏｈａｎｓｅｎの検定を行

なう場合には，もとのモデルの時とは検定統計量の分布が異なる 。（１８式のモデルでは

Ｏｓｔｅｒｗａ１ｄ－Ｌｅｎｕｍ（１９９２）のｔａｂ１ｅ１＊ を，（１９式のモテルではｔａｂ１ｅ２＊ を使う 。

　具体的にＪｏｈａｎｓｅｎ の検定の手順を示す 。

Ｓｔｅｐ０　分析の対象となる時系列データについて単位根検定を行なう 。１（１）である変数のみを

　　　使 ってＳｔｅｐ１からＳｔｅｐ４まで行なう 。

Ｓｔｅｐ１（１ゆ式のモデルにおいてラグ次数クを選択する 。ただし季節調整済みデータならダミー

　　　変数ベクトルは必要ない。選択方法は最大ラグ次数を設定し，１）亙検定により逐次検定

　　　するか，２）ＡＩＣ等の情報量基準を使う 。

　　同様にして，（１仙式のモデルの定数項，トレンド項の有意性を戸検定により検定する 。もし

　　　くは定数項，トレンド項を含めるべきかどうか情報量基準により判断する 。

Ｓｔｅｐ２　Ｓｔｅｐ１により定数項もトレンド項も含まないモデルが選択された場合はＳｔｅｐ３へ。

　　　Ｓｔｅｐ１により（１つ式の定数項付きのモデルや（１仙式の定数項とトレンド項付きのモデルが

　　　選択された場合は，誤差修正項に定数項，トレンド項を含めるかどうか経済学的意味等か

　　　ら決める 。

Ｓｔｅｐ３選択されたＶＥＣモデルを最尤法により推定する 。（１功（１旬式の検定統計量により共和分

　　　検定を行ない，独立な共和分ベクトルの数 ７を決める 。共和分ベクトルからなる行列 ぴ

　　　の推定値を求める 。

Ｓｔｅｐ４共和分ベクトルからなる行列 ぴについて有意性の検定，線形制約の検定を尤度比検定

　　　により検定する 。これらの結果に基づき ，正しく特定化された誤差修正項を推定する 。

Ｓｔｅｐ５　Ｓｔｅｐ０で１（Ｏ）変数があ った場合はＳｔｅｐ６へ。 分析の対象となる時系列データがすべて

　　　１（１）である場合は，推定されたＶＥＣモデルを使って因果性の分析を行なう 。

（１００９）
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Ｓｔｅｐ６１）推定された誤差修正項により ，自己回帰分布ラグ ・モデルの誤差修正モデルを構築

　　　し，予測を行なう 。もしくは２）ＴｏｄａａｎｄＹａｍａｍｏｔｏ（１９９５）のＶＡＲにより因果性の分

　　　析を行なう 。

以上は厳密な手順であるが，多くの実証分析ではＳｔｅｐ１ ，２を簡略化して何の理由もなく（１４式

や（１つ式のＶＡＲを使 ったり ，Ｓｔｅｐ４を省略したりしている 。論文によっ てはＳｔｅｐ５ ，６を行な

わないものもある 。

　Ｊｏｈａｎｓｅｎの共和分検定を使った実証分析は数多く存在するが，代表的なものをいくつか紹介

する 。Ｅｎｄｅｒｓ　ａｎｄ　Ｈｕｍ（１９９４）はＰｕｒｃｈａｓｍｇ　Ｐｏｗｅｒ　Ｐａｒ１ｔｙを一般化した概念を検証するために
，

Ｊｏｈａｎｓｅｎの共和分検定，線形制約の検定を使っている 。Ｆｒ１ｅｄｍａｎ　ａｎｄ　Ｋｕｔｔｎｅｒ（１９９２）は共和分

検定を使って貨幣と所得，利子率に有意な共和分関係があることを見いだしている 。この論文で

はｍｎｏｖａｔ１ｏｎ　ａｃｃｏｍｔｍｇによる因果性の分析を行なっ ている 。Ｂａｂａ，Ｈｅｎｄｒｙ，ａｎｄ　Ｓｔａｒｒ（１９９２）

では，貨幣需要関数を推定するために共和分検定を行ない，自己回帰分布ラグ ・モテルの誤差修

正モデルを構築している 。Ａｓａ１ａｎｄ　Ｓｈ１ｂａ（１９９６）は日本の株価とマクロ 経済変数問の関係を分

析するために，ＴｏｄａａｎｄＹａｍａｍｏｔｏ（１９９５）のＶＡＲを使 ってＧｒａｎｇｅｒ の因果性の分析，ｍ －

ｎＯＶａｔ１ＯｎａＣＣｏｕｎｔｍｇを行なっ ている 。

６． 誤差修正モデルと因果性の分析

単位根をもつ刎変数のＶＡＲ

　　　　　　カ
玖＝４。十４。汁　¢ ‘”Ｈ＋£’，

　　　　　　‘＝１

を考える 。簡単のためダミー変数は省いているが以下の結果についても拡張できる。もし各変数

が共和分の関係にないならば，階差をとっ た変数のＶＡＲ

カ吹＝４〇十４１な十Ｃ１〃吻
＿１ ＋…十Ｃク＿１

」吻
＿カ十１

＋£’

でＧａｍｇｅｒ の因果性の分析，ｍｏｖａｔ１ｏｎ　ａｃｃｏｕｎｔｍｇが行なえる 。もし各変数が共和分の関係にあ

るならばＶＥＣＭ表現

～＝４。十４１汁Ｃ吻’一。
十… 十Ｃト１〃一カー。十Ｃ〃一１

＋£’
（２０

で分析をする 。この場合の因果性分析については６ ．１節，６ ．２節で説明する 。

　６１　ＶＡＣＭとＧｍｎｇｅｒ 因果性性の検定

　各変数が共和分の関係にある場合のＧｒａｎｇｅｒ 因果性分析の方法として，ここでは３種類の方

法を紹介する 。すなわち１）Ｔｏｄａ　ａｎｄ　Ｐｈ１１１１ｐｓ（１９９３）によるＶＥＣＭ表現による検定，２）Ｐｈ
１１

－

１１ｐｓ（１９９５）によるＦｕ１ｌｙ－ｍｏｄ１丘ｅｄＶＡＲ（ＦＭ－ＶＡＲ）による検定，３）ＴｏｄａａｎｄＹａｍａｍｏｔｏ

（１９９５）によるＬａｇ・ａｕｇｍｅｎｔｅｄ　ＶＡＲ（ＬＡ－ＶＡＲ）による検定である 。Ｔｏｄａ　ａｎｄ　Ｙａｍａｄａ（１９９６）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１０１０）
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は３つの検定のサイズと検出力をシミュレーシ ョン実験により比較している 。サイズは ，

ＬＡ－ＶＡＲによる方法が一番パフォーマンスが良く ，ＦＭ－ＶＡＲによる方法は ｓ１ｚｅ－
ｄ１ｓｔｏ打１０ｎ が

起きやすい。検出力は比較的ＦＭ－ＶＡＲによる方法のパフォーマンスが良いが，これは行列¢ ‘

（ク＝１
，… 力）のパラメータに強く依存しているため，一概にはいえない。従 ってＴｏｄａ　ａｎｄ

Ｙａｍａｄａ（１９９６）はパラメータの推定結果をよく検討して，これらの方法を使うべきだと結論し

ている 。しかしながら実際の実証分析において実験結果の枠組みに合うように検討することは困

難であり ，分析者の主観によりどの方法を使うべきか判断するしかない 。

　これらの方法のうち一番簡単なＴｏｄａａｎｄ 　Ｙａｍａｍｏｔｏ（１９９５）のＬＡ－ＶＡＲによる方法を詳し

く紹介する 。この方法では可能な単位根の次数だけＶＡＲのラグを拡張する 。例えば経済変数で

は単位根の次数は大抵１か２であるから ，真のラグ次数クに２を加えたＶＡＲ（ヵ十２）

吻＝７。十７。汁¢ 、”
’一。

十… 十¢〃’一カ 十¢カ。。〃’一カー。 十軌。。〃’一カー。 十£’

を推定すれば，Ｗａ１ｄ検定によりＧｒａｎｇｅｒの因果性の検定を行なうことができる 。この方法は効

率性が落ちるという欠点があるものの，単位根や共和分の有無にかかわらず使えるという利点を

もつ。さらにＶＡＲの変数として，レベルの変数と単位根を持つ変数をが混在してもよいので経

済学的解釈が容易である 。なおラク次数の選択も線形制約の検定としてＷａ１ｄ検定により行なえ

る。

　６　２　ＶＥＣＭとＩｎｎｏｖａｔｉｏｎ　Ａｃｏｕｎｔｉｎｇ

　ＶＥＣＭ表現のままではｍｎｏｖａｔ１ｏｎ　ａｃｃｏｕｎｔｍｇを行なうことはできない。Ｆｒ１ｅｄｍａｎ　ａｎｄ　Ｋｕｔ←

ｎｅｒ（１９９２）では誤差修正項なしの階差系列のＶＡＲを使 ってｍｎｏｖａｔ１ｏｎ　ａｃｃｏｕｎｔｍｇを行なっ て

いるが，ＶＥＣＭを推定した後ではこれは使 っていない。Ｅｎｄｅｒｓ（１９９５，ｐ４００）ではＶＥＣＭを使

ってｍｎｏｖａｔ１ｏｎ　ａｃｃｏｍｔｍｇを行なうことができると述べているが，おそらく ，「ＶＥＣＭ表現で

推定されたパラメータを使 って元のＶＡＲ表現に直し，さらにＶＭＡ（∞）表現によりｍｎｏｖａｔ１ｏｎ

ａｃｃｏｕｎｔｍｇを行なう」ということであろうと思われる 。なおＴｏｄａａｎｄＹａｍａｍｏｔｏ（１９９５）の

ＬＡ－ＶＡＲを構築すれはそのままｍｎｏｖａｔ１ｏｎ　ａｃｃｏｍｔｍｇを行なえる
。

７． 実際のデータを使った例 ：日米問におけるＰＰＰの検証

　７　１　Ａｒｄｅｎｉ　ａｎｄ　Ｌｕ脆ｎ（１９９１）の枠組み

　完全競争，同一の選好，貿易に障壁は存在しない，取引費用はないと仮定する 。このとき一物

一価の法則より ，異なる国々においてその通貨単位に関わらず商品の価格は一つである 。時点な

におけるノ国の通貨とん国の通貨の交換比率を８ ’，批（ん国通貨建て）とする 。Ｐりと乃 ，此 をそれぞ

れノ国とん国の物価指数とする 。この指数に組み入れられているすべての商晶に一物一価の法則

が正確に成り立 っていて，かつ両国のウェイトが等しいと仮定されるとき ，ＰＰＰの ‘ａｂｓｏ１ｕｔｅ ’

ＶｅｒＳｉｏｎ は次の回帰モデルで検定される 。

（１０１１）
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（刎

ただしすべての変数は対数変換されたものである 。

　Ａを２国間の裁定の不完全さを反映する定数とすると ，このときＳ〃Ｆ五（アり／ア ’，北）であり
，

ＰＰＰの ‘ｒｅ１ａｔ１ｖｅ ’ｖｅｒｓ１ｏｎ は次の回帰モデルで検定される 。

」Ｓ’〃＝”。十ぴ。」ル十〃。ク
’，
比十〃’ （２勿

どちらの回帰モデルでも帰無仮説は

Ｈｏ：ぴｏ＝Ｏ　ａｎｄぴ１＝一ぴ２＝１

である 。仮説 ぴ１＝一ぴ。 は２つの価格変数の係数の大きさが等しいことを意味しており ，これは

‘ｓｙｍｍｅｔｒｙ’ｈｙｐｏｔｈｅｓ１ｓ として知られている。仮説 ぴ１＝一ぴ。＝１はまた ‘Ｐｒｏｐｏ廿１０ｎａ１１ｔｙ’ｈｙｐｏｔト

ｅＳｉＳ として知られている 。

　多くの経済変数は単位根をもつために，上記のような回帰分析を行なうと ｓｕｐｒ１ｏｕｓ　ｒｅｇｒｅｓｓ１ｏｎ

となる可能性がある。このためではＡｒｄｅｍ　ａｎｄ　Ｌｕｂ１ａｎ（１９９１）では ａｕｇｍｅｎｔｅｄ　Ｄ１ｃｋｅｙ－Ｆｕ１１ｅｒ

検定やＥｎｇ１ｅ－Ｇｒａｎｇｅｒ 検定を使い，単位根と共和分の問題を検討している。本稿ではＡｒｄｅｍ

ａｎｄ　Ｌｕｂ１ａｎ（１９９１）とは異なる標本期問のデータを使い，Ｅｎｇ１ｅ－Ｇｒａｎｇｅｒ 検定ではなくＪｏｈａｎ－

Ｓｅｎの共和分検定を行なっ てみる 。

　７ ．２　データ

　円／ドル ・レートの月次テータ（月中平均）は経済統計月報を，日本の消費者物価指数（総合 ，

９０年基準）の月次データは物価統計月報を参照した。アメリカの消費者物価指数の月次データは

Ｉｎｔｅｍａｔ１ｏｎａ１Ｍｏｎｅｔａｒｙ　ＦｕｎｄのＩｎｔｅｒｂａｔ１ｏｎａ１Ｆｍａｎｃ１ａ１Ｓｔａｔ１ｓｔ１ｃｓ を参照し，９０年基準となるよ

うにデータを加工した。標本期間はいずれも１９７６年１月から１９９１年１２月であり ，モテルの推定に

は１９７６年１月から１９９０年１２月までのデータを使用する 。なおＣＰＩのデータはどちらも季節調整
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）
されていないので，ＴＳＰのコマンドＳＡＭＡを用いて季節調整を行なっ た。

　７３　実証結果

　Ｄｏ１ａｄｏ，Ｊｅｎｋｍｓｏｎ，ａｎｄＳｏｓｖｌ１１ａ－Ｒ１ｖｅｒｏ（１９９０）の方法でＡｕｇｍｅｎｔｅｄＤ１ｃｋｅｙ・Ｆｕ１１ｅｒ（ＡＤＦ）検

定を行なっ た結果を表１に示す。ラグ次数は最大ラグ次数（ｍ．ｘ１．ｇ）を１２としＰａｎｔｕ１ａ

Ｇｏｎｚａ１ｅｚ－Ｆａｒ１ａｓ　ａｎｄ 　Ｆｕ１１ｅｒ（１９９４）の方法でＡＩＣにより選択した。この方法は，ＡＩＣにより選

択されたラグ次数が１ならは ，ｓ１ｚｅ
ｄ１ｓｔｏ討１０ｎ を避けるためにラグ次数をＭｍ（１＋２，ｍａｘ１ａｇ）と

するものである 。ＡＤＦ検定の結果により ，有意水準１０パーセントで，為替レートの対数には単

位根があるが，その階差系列は定常であると判断される。また日本のＣＰＩの対数は定常である

と判断される 。合州国のＣＰＩの対数には単位根があるが，その階差系列は定常であると判断さ

れる 。Ａｒｄｅｎ１ａｎｄＬｕｂ１ａｎ（１９９１）は，先進７カ国の１９７１年から１９８６年の月次テータを使 って単

３）ここでは簡単な実証分析例の作成を目的としているため，ＴＳＰで利用可能なコマンドを使 ったが，実際の分析では

　よりすぐれた季節調整の方法を使用するべきである。またＴＳＰには季節ダミーを含んだモデルの単位根検定，共和分

　検定ができるようになっ ている 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１０１２）



ＶＡＲモデルにおける共和分，ＥＣＭ，因果関係の分析（浅井）

　　　　　　　　　表１： ＡＤＦ検定

５３

変数名 ラグ次数 ７“ 　　　トレンド項 ７。 　　定数項 ７

ｓ ５ 一２ ，２１３　　－１ ．８６５ 一１ ．１８９　　１ ．１１２ 一１ ．４３

［Ｏ ．４８１ ［０ ．６８１ １０ ．１４１

小 ４ 一５ ．２７１　　　０ ．０８０
一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一

一
［Ｏ ．００００６１

伽 ２ 一３ ．５２５　　　１ ．９７９ 一４ ．６３１　　４ ．７９０

一
［Ｏ ．０４１ ［０ ．０００１１

加
１１ 一２ ．７７８　　　２ ．１５２ 一２ ．４５９　　２ ．５４５ ０． ８２７

［Ｏ ．２１１ ［Ｏ ．１３１ ［Ｏ ．８９１

」伽 ２ 一４ ，８９４　　－２ ．８１１
‘　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一

一
［Ｏ ．ＯＯ０３１

～と ７。， ７はそれぞれ，定数項およぴトレント項つきの回帰による検定統計量，定数項
つきの回帰による検定統計量，定数項やトレンド項を含まない回帰による検定統計量を示
す。 ただし［　１内はＴＳＰの出力した戸値である 。「トレンド項」と「定数項」はそれぞ
れの係数のｆ値を示す 。

位根検定をしているが，日本のＣＰＩの対数以外はここでの結果と同じ結論を得ている 。彼らは ，

日本のＣＰＩの対数について１０パーセント水準で単位根があるという帰姐仮説を棄却できる机

５パーセント水準では棄却できないと報告している 。

　この結果からＰＰＰ仮説が成り立たないことは明らかであるが，計算例として ，ｓ、 と伽、が共

和分関係にあるかどうか検定してみる 。

　　　　　　　　　　　　表２ ：Ｊｏｈａｎｓｅｎのトレース検定と最大固有値検定

仮説 トレース検定 ９０％臨界値

Ｈｏ：７≦；１ｖｓ Ｈ。：７＝２ ３， ５５０［Ｏ ．０５６１ ２． ５７

Ｈｏ：７＝ＯｖｓＨ１：７＝２ １５ ，１４６［０ ．１３０１ １６ ．０６

仮説 最大固有値検定９０％臨界値
Ｈｏ：７＝１ｖｓＨ１：７＝２ ９． ６３４ ２． ６９

Ｈｏ：７＝ＯｖｓＨ１：７：１ １３ ．２１１ １４ ．８４

９０％臨界値はいずれもＯｓｔｅｒｗａ１ｄＬｅｎｍ（１９９２ ：Ｔａｂ１ｅ２）によ

る。ｌ１内はＴＳＰの出力したＰ値を示す 。

　定数項とトレンド項をもつモテルを使 って ，Ｊｏｈａｎｓｅｎ のトレース検定と最大固有値検定を行

なっ た結果を表２に示す。ただしラグ次数はＡＩＣにより選択した。まずトレース検定で大まか

に独立な共和分ベクトルの数を判断し，次に最大固有値検定で細かく判断する 。トレース検定の

結果を見ると ，仮説を「Ｈ。：７≦１ｖｓ　Ｈ。：７＝２」とすると帰無仮説は有意水準１０パ ーセントで棄

却されるので独止な共和分ベクトルの数は２と判断される 。最大固有値検定の結果を見ると ，仮

説を「Ｈ．７＝１ｖｓ　Ｈ１７＝２」とすると帰無仮説は有意水準１０パーセントで棄却されるので独立

な共和分ベクトルの数は２と判断される。これらの結果より対数為替レートと合州国の対数

ＣＩＰは共和分関係にある 。２つの独立な共和分ベクトルの推定値は基準化されて

ｓ’一〇 ．６２６ヵ〃（…３０１’）

ｓ’一７ ，６３５ク〃（…３６２’）

（１０１３）
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となる 。

　次にＪｏｈａｎｓｅｎの線形制約の検定を使って共和分ベクトルの各パラメーターの有意性を検定し

たいのだが，ＴＳＰのｃｏｍｔコマンドではできない。ＴＳＰやＳＨＡＺＡＭ等を使 ってＪｏｈａｎｓｅｎの

線形制約の検定のプログラムを作成するしかない 。

　ちなみにＡｒｄｅｍａｎｄＬｕｂｍ（１９９１）等のいくつかの実証分析の結果では先進国間ではＰＰＰ仮

説は成り立 っていないと結論されている 。

　以下に分析に使ったＴＳＰのプログラムと結果の一部を掲載する 。

１

３

４

５

６

６

６

６

６

６

７

８

９

９

９

９

９

９

９

９

９

９

９

９

１０

１１

１２

１２

１２

１２

１２

１２

１２

１２

１２

１２

１２

１２

１２

１２

ｏｐｔｉｏｎｓｃｒｔ；ｆｒｅｑｍ；

ｓｍｐ１７０　１　９６　１２
，

１ｏａｄ（丘１ｅ＝’ｆｏｒｅｘ　ｄａｔ
’，

ｂｙｖａｒ）ｅｘ　ｃｐ１
，

ｓｍｐ１７５　６　７７ ：９

１ｏａｄ　ｃｐｉａ１　 ；　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１３８ ．１

１３９ ．６　　１４０ ．０　　１４０ ．７　　１４１ ．５　　１４２ ．４　　１４３ ．０

１４３ ．３　　１４３ ．７　　１４４ ．０　　１４４ ．６　　１４５ ．５　　１４６ ．３

１４７ ．１　１４７ ．８　　１４８ ．４　　１４９ ．０　　１４９ ．４　　１４９ ．９

１５０ ．７　　１５２ ．３　　１５３ ．２　　１５４ ．４　　１５５ ．３　　１５６ ．３

１５７ ．０　　１５７ ．６　　１５８ ．２

ｃｐｉ。・。ｐｉ．１＊（１１４ ．１／１５８ ．２）＊（１１８ ．８／１８１ ．９）＊（１１１ ．３／１４５ ．４）＊（１１１ ．１／１３４ ．９）

；

ｓｍｐ１７７　９　８２　９
，

１ｏａｄ　ｃｐｉａ２　
；

　　　　　　　　　１１４ ．１　　１１４ ．５　　１１５ ．０　　１１５ ．４

１１６ ．１　　１１６ ．９　　１１７ ．７　　１１８ ．８　　１１９ ．９　　１２１ ．２

１２２ ．０　　１２２ ．７　　１２３ ．６　　１２４ ．６　　１２５ ．３　　１２５ ．９

１２７ ．０　　１２８ ．５　　１２９ ．７　　１３１ ．２　　１３２ ．８　　１３４ ．４

１３５ ．８　　１３７ ．２　１３８ ．６　　１３９ ．８　　１４１ ．１　１４２ ．６

１４４ ．７　　１４６ ．７　　１４８ ．８　　１５０ ．４　　１５１ ．９　　１５３ ．６

１５３ ．７　　１５４ ．７　　１５６ ．１　　１５７ ．５　　１５８ ．９　　１６０ ．３

１６１ ．６　　１６３ ．３　　１６４ ．５　　１６５ ．５　　１６６ ．９　　１６８ ．３

１７０ ．２　　１７１ ．５　　１７３ ．３　　１７３ ．６　　１７４ ．１　　１７４ ．６

１７５ ．２　　１７５ ．８　　１７５ ．６　　１７６ ．４　　１７８ ．１　　１８０ ．３

１８１ ．３　　１８１ ．６　　１８１ ．９

　ｃｐｉａ＝ｃｐｉａ２＊　（１１８ ．８／１８１ ．９）　＊　（１１１ ．３／１４５ ．４）　＊　（１１１ ．１／１３４ ．９）；

ｓｍｐ１８２　９　８８　９
，

１ｏａｄ　ｃｐ１ａ３　
，

１１８ ．８

１２１ ．３

１２３ ．７

１２６ ．３

１２８ ．１

１３０ ．８

１３３ ．１

１３２ ．９

１３５ ．０

１３８ ．１

１４０ ．４

１４３ ．８

　　　　　１１８ ．８

１１８ ．８　　１１８ ．９

１２１ ．７　　１２２ ．３

１２４ ．２　　１２４ ．５

１２６ ．８　　１２７ ．４

１２８ ．６　　１２９ ．２

１３１ ．１　　１３１ ．５

１３２ ．７　　１３２ ．１

１３３ ．１　　１３３ ．８

１３５ ．５　　１３６ ．１

１３８ ．９　　１３９ ．５

１４０ ．８　　１４１ ．４

１４４ ．４　　１４５ ．４

１１９ ．２

１１９ ．７

１２２ ．６

１２５ ．１

１２７ ．８

１２９ ．７

１３１ ．９

１３１ ．８

１３３ ．９

１３６ ．８

１３９ ．９

１４２ ．１

１１９ ．０

１２０ ．４

１２２ ．８

１２５ ．５

１２７ ．８

１３０ ．２

１３２ ．３

１３２ ．２

１３４ ．０

１３７ ．２

１４０ ．１

１４２ ．６

１１８ ．５

１２０ ．８

１２３ ．０

１２５ ．９

１２７ ．８

１３０ ．６

１３２ ．７

１３２ ．９

１３４ ．２

１３７ ．８

１４０ ．０

１４３ ．２

（１０１４）



１３

１４

１５

１５

１５

１５

１５

１５

１５

１５

１５

１５

１５

１５

１６

１７

１８

１８

１８

１８

１９

２０

２１

２４

２６

２６

２７

２９

３１

３１

３２

３３

３４

３５

３６

３６

３７

３８

３９

４０

４０

４１

４２

４３

４４

４４

４４

４５

４５

４５
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　　ｃｐｉａ ＝ｃｐｉａ３＊　（１１１ ．３／１４５ ．４）

ｓｍｐ１８８ ：９　９３ ：９；

１ｏａｄ ｃｐｉａ４；

＊（１１１ ．１／１３４ ．９）；

　　　　　　　　　　　　　１１１ ．３　　１１１ ．７　　１１１ ．８　　１１２ ．０

１１２ ．５　　１１３ ．Ｏ　　１１３ ．７　　１１４ ．４　　１１５ ．１　　１１５ ．３

１１５ ．６　　１１５ ．８　　１１６ ．２　　１１６ ．７　　１１７ ．０　　１１７ ．２

１１８ ．４　　１１９ ．０　　１１９ ．６　　１１９ ．８　　１２０ ．１　　１２０ ．７

１２１ ．２　　１２２ ．３　　１２３ ．３　　１２４ ．１　　１２４ ．３　　１２４ ．３

１２５ ．１　　１２５ ．３　　１２５ ．５　　１２５ ．７　　１２６ ．０　　１２６ ．４

１２６ ．６　　１２７ ．０　　１２７ ．５　　１２７ ．７　　１２８ ．１　　１２８ ．２

１２８ ．３　　１２８ ．８　　１２９ ．５　　１２９ ．６　　１２９ ．８　　１３０ ．３

１３０ ．６　　１３０ ．９　　１３１ ．３　　１３１ ．８　　１３２ ．０　　１３１ ．９

１３２ ．５　　１３３ ．０　　１３３ ．５　　１３３ ．８　　１３４ ．０　　１３４ ．２

１３４ ．２　　１３４ ．６　　１３４ ．９

　　ｃｐｉａ ：ｃｐｉａ４＊　（１１１ ．１／１３４ ．９）；

ｓｍｐ１９３ ：９　９４ ：１２；

１ｏａｄ　ｃｐｉａ５　
；

　　　　　　　　　　　　　１１１ ．１　　１１１ ．５　　１１１ ．６　　１１１ ．６

１１１ ．９　　１１２ ．３　　１１２ ．７　　１１２ ．８　　１１２ ．９　　１１３ ．３

１１３ ．６　　１１４ ．０　　１１４ ．３　　１１４ ．４　　１１４ ．６　　１１４ ．６

ｃｐｉａ＝ｃｐｉａ５　
；

ｓｍｐ１７５　７　９３　１２
，

１ｅｘ ；１ｏｇ　（ｅｘ）；１ｃｐｉ＝１ｏｇ　（ｃｐｉ）；１ｃｐｉａ＝１ｏｇ　（ｃｐｉａ）

ｓａｍａ１ｃｐ１１ｃｐ１ ，ｓａｍａ１ｃｐｌａ　ｌｃｐ１ａ
，

ｓｍｐ１７６　１　９３　１２
，

ｄ１ｅｘ ＝１ｅｘ－１ｅｘ　（一１） ，ｄ１ｃｐ１＝１ｃｐ１－１ｃｐ１ （一１）
，

ｄ１ｃｐｉａ：１ｃｐｉａ －１ｃｐｉａ　（一１） ；ｔｒｅｎｄ　ｔ；

ｓｍｐ１７６　１　９２　１２
，

ｃｏｍｔ（ｄｆ，ｍａｘ１ａｇｓ・１２，ｃｏｎｓｔ，ｔｒｅｎｄ，ｒｕ１ｅ・ａ１ｃ２，ＮＯＷＳ，ｐｍｔ）１ｅｘ
，

ｃｏｍｔ（ｄｆ，ｍａｘ１ａｇｓ・５，ｍｍ１ａｇｓ・５，ｃｏｎｓｔ，ｎｏｔｒｅｎｄ，ｒｕ１ｅ・ａ１ｃ２，ＮＯＷＳ，ｐｍｔ）１ｅｘ
，

ｃｏｍｔ（ｄｆ，ｍａｘ１ａｇｓ・５ ，ｍｍ１ａｇｓ・５，ｎｏｃｏｎｓｔ，ｎｏｔｒｅｎｄ，ｒｕ１ｅ・ａ１ｃ２，ＮＯＷＳ，ｐｍｔ）１ｅｘ
，

ｃｏｍｔ（ｄｆ，ｍａｘ１ａｇｓ・１２，ｃｏｎｓｔ，ｔｒｅｎｄ，ｒｕ１ｅ・ ａ１ｃ２，ＮＯＷＳ，ｐ
ｒｍｔ）ｄ１ｅｘ

，

ｃｏｍｔ（ｄｆ，ｍａｘ１ａｇｓ・１２，ｃｏｎｓｔ，ｔｒｅｎｄ，ｒｕ１ｅ・ａ１ｃ２，ＮＯＷＳ，ｐｒｍｔ）１ｃｐ１
，

ｃｏｍｔ（ｄｆ，ｍａｘ１ａｇｓ・２，ｍｍ１ａｇｓ・２，ｃｏｎｓｔ，ｎｏｔｒｅｎｄ，ｒｕ１ｅ・ａ１ｃ２，ＮＯＷＳ，ｐｍｔ）１ｃｐ１
，

ｃｏｍｔ（ｄｆ，ｍａｘ１ａｇｓ・２，ｍｍ１ａｇｓ・２，ｎｏｃｏｎｓｔ，ｎｏｔｒｅｎｄ，ｒｕ１ｅ・ ａ１ｃ２，ＮＯＷＳ，ｐ
ｒｍｔ）１ｃｐ１

，

ｃｏｍｔ（ｄｆ，ｍａｘ１ａｇｓ・１２，ｃｏｎｓｔ，ｔｒｅｎｄ，ｒｕ１ｅ・ ａ１ｃ２，ＮＯＷＳ，ｐｍｔ）ｄｌｃｐ１
，

ｃｏｍｔ（ｄｆ，ｍａｘ１ａｇｓ・１２，ｃｏｎｓｔ，ｔｒｅｎｄ，ｒｕ１ｅ・ ａ１ｃ２，ＮＯＷＳ，ｐｒｍｔ）１ｃｐ１ａ
，

ｃｏｍｔ（ｄｆ，ｍａｘ１ａｇｓ・１１ ，ｍｍ１ａｇｓ・１１ ，ｃｏｎｓｔ，ｎｏｔｒｅｎｄ，ｒｕ１ｅ・ ａ１ｃ２，ＮＯＷＳ，ｐｍｔ）１ｃｐｌａ
，

ｃｏｍｔ（ｄｆ，ｍａｘ１ａｇｓ・１１ ，ｍｍ１ａｇｓ・１１ ，ｎｏｃｏｎｓｔ，ｎｏｔｒｅｎｄ，ｒｕ１ｅ・ ａ１ｃ２，ＮＯＷＳ，ｐｍｔ）１ｃｐ１ａ
，

ｃｏｍｔ（ｄｆ，ｍａｘ１ａｇｓ・１２，ｃｏｎｓｔ，ｔｒｅｎｄ，ｒｕ１ｅ・ａ１ｃ２，ＮＯＷＳ，ｐｍｔ）ｄ１ｃｐ１ａ
，

？？？？？Ｔｒａｃｅ　ｔｅｓｔ

ｓｍｐ１７６　１　９２　１２
，

？ｃｏｍｔ（ｎｏｕｍｔ，ｊｏｈ
，ｎｏｅｇ，ｎｏｃｏｎｓｔ，ｒｕ１ｅ・

ａ１ｃ，ｍａｘ１ａｇｓ・６）１ｅｘ１ｃｐ１ａ
，

？ｃｏｍｔ（ｎｏｕｍｔ，ｊｏｈ
，ｎｏｅｇ，ｃｏｎｓｔ，ｎｏｔｒｅｎｄ，ｒｕｌｅ・

ａ１ｃ，ｍａｘ１ａｇｓ・６）１ｅｘ１ｃｐ１ａ
，

ｃｏｉｎｔ（ｎｏｕｎｉｔ，ｊｏｈ
，ｎｏｅｇ，ｃｏｎｓｔ，ｔｒｅｎｄ，ｒｕ１ｅ・ ａｉｃ，ｍａｘ１ａｇｓ・１２）１ｅｘ１ｃｐｉａ；

（１０１５）

５５



５６

４６

４６

４６

４７

４８

４９

５０

立命館経済学（第４８巻 ・第６号）

榊？？Ｍａｘｍａ１Ｅ１ｇｅｎｖａ１ｕｅ　ｔｅｓｔ

ｓｅｔ１ａｍｂｄａ１・ ＠ｔａｂｊｏｈ（１ ，８） ，？ｆｒｏｍ　ｔｈｅ　ｔａｂ１ｅ　ｆｏｒ　Ｊｏｈａｎｓｅｎ　ｔｅｓｔｓ

ｓｅｔ１ａｍｂｄ－ａ２・ ＠ｔａｂｊｏｈ（２，８）
，

ｓｅｔ　ｍａｘ２・一 ＠ｎｏｂ＊１ｏｇ（１－１ａｍｂｄａ１） ，？Ｈ　Ｏ　 ｒ・１ｖｓ　Ｈ１　 ｒ・２

ｓｅｔ　ｍａｘ１・一 ＠ｎｏｂ＊１ｏｇ（１－１ａｍｂｄａ２） ，？Ｈ　Ｏ　 ｒ・ ０ｖｓ　Ｈ１　 ｒ・１

ｐｒｍｔ　ｍａｘ２ｍａｘ１
，

Ｃｕｒｒｅｎｔ　ｓａｍｐ１ｅ１９７６
： １　ｔｏ１９９２ ：１２

Ｊｏｈａｎｓｅｎ（ｔｒａｃｅ）　ｃ０１ｎｔｅｇｒａｔ１ｏｎ　ｔｅｓｔｓ

Ｖａｒ１ａｂ１ｅｓ　ＬＥＸ　ＬＣＰＩＡ

　　Ｎｕｍ１ａｇｓ　　　　　　　　　０　　　　　　　　１　　　　　　　　２

Ｅｉｇｖａ１１　　　　　　　　　　０ ．１１６９２　　　　　０ ．０５６４０５　　　　　０ ．０５５９３３

Ｅｉｇｖａ１２　　　　　　　　　　０ ．０３７１７６　　　　　０ ．０３２３０２　　　　　０ ．０３８５８０

Ｈ０ ：ｒ＝ ０　　　　　　３０ ．６６０６６　　　１６ ．９９７１５　　　１７ ．９２６７３

　　Ｐ－ｖａ１．　　　　　　　　　　Ｏ ．００１３４５７　　　　　　０ ．０７３８４３　　　　　　０ ．０５４２５４

ＨＯ ：ｒく ＝１　　　　　７ ．１６０２５　　　　６ ．１４０２６　　　　７ ．２７８５７

　　Ｐ－ｖａ１・　　　　　　　　　　Ｏ ．Ｏ０６３５５７　　　　　　０ ．０１１６７０　　　　　０ ．００５９２２０

Ｎｕｍ　ｏｂｓ　　　　　　　１９１ ．ＯＯＯＯ０　　　　１９１ ．０００００　　　　１９１ ．０００００

ＬｏｇＬ１ｋｅ　　　　　　　　　１２６６０６４１９　　　　１３２３ ．０５３７９　　　　１３２８ ．７８３２５

ＡＩＣ　　　　　　　　　　－１３ ．１７３４５　　　　 －１３ ．７２８３１　　　　 －１３ ．７４６４２

Ｎｕｍ１ａｇｓ　　　　　　　　　　　５　　　　　　　　６　　　　　　　　７

Ｅｉｇｖａ１１　　　　　　　　　　Ｏ ．０７０６７１　　　　　０ ．０５９２１６　　　　　０ ．０６２７１２

Ｅｉｇｖａ１２　　　　　　　　　　０ ．０３５７６９　　　　　０ ．０３９７８９　　　　　０ ．０４６１２９

Ｈ０ ：ｒ＝ ０　　　　　　１９ ．６３９２８　　　１７ ．９９０９２　　　１９ ．５９８３９

　　Ｐ－ｖａ１．　　　　　　　　　　０ ．０２９７８５　　　　　　０ ．０５３１００　　　　　　０ ．０３０２２２

Ｈ０ ：ｒ〈 ＝１　　　　　６ ．５２００２　　　　７ ．１８６５９　　　　８ ．２６４６４

　　Ｐ－ｖａ１０　　　　　　　　　　０ ．００９３１０５　　　　　０ ．００６２５６５　　　　　０ ．００３２８２８

Ｎｕｍ　ｏｂｓ　　　　　　　１９１ ．ＯＯ０００　　　　１９１ ．ＯＯＯＯ０　　　　１９１ ．０００００

ＬｏｇＬ１ｋｅ　　　　　　　　　１３３５２２５７５　　　　１３３７ ．５３３１２　　　　１３４０ ．３９２４１

ＡＩＣ　　　　　　　　　　－１３ ．６８８２３　　　　 －１３ ．６７０５０　　　　 －１３ ．６５８５６

Ｎｕｍ１ａｇｓ　　　　　　　　　　　１０　　　　　　　　１１　　　　　　　　１２

Ｅｉｇｖａ１１　　　　　　　　　　０ ．０７８１２９　　　　　０ ．０８０３４９　　　　　０ ．０７７９５１

Ｅｉｇｖａ１２　　　　　　　　　　０ ．０４９４７２　　　　　０ ．０５２９８４　　　　　０ ．０４６９９２

ＨＯ ：ｒ＝ ０　　　　　　２２ ．３２２６６　　　２３ ．０７９４４　　　２１ ．３３２６５

　　Ｐ－ｖａｌ．　　　　　　　　　　Ｏ ．０１３６９５　　　　　　０ ．０１１１１１　　　　　　０ ．０１７９８６

Ｈ０ ：ｒく ：１　　　　　８．５７４５８　　　　９ ．０９１３７　　　　７ ．９４１７１

　　Ｐ－ｖａ１．　　　　　　　　　　Ｏ ．００２７２６４　　　　　０ ．００１９９９９　　　　　０ ．００３９８３１

Ｎｕｍ　ｏｂｓ　　　　　　　１９１ ．Ｏ００００　　　　１９１ ．０００００　　　　１９１ ．Ｏ００００

ＬｏｇＬ１ｋｅ　　　　　　　　１３４９６８３６３　　　　１３５３１８２１８　　　　１３５４ ．８５３３８

ＡＩＣ　　　　　　　　　　－１３ ．６３０２０　　　　 －１３ ．６２４９４　　　　 －１３ ．６００５６

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｃｏｍｔｅｇｒａｔｍｇ　ｖｅｃｔｏｒｓ　ｆｏｒ１ａｇ　　　０

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１　　　　　　　　　２

ＬＥＸ　　　　　　　　　　　　　１ ．０００００　　　　　１ ．０００００

ＬＣＰＩＡ　　　　　　　　　　－０ ．２８０７３　　　　－４ ．８５５２６

　　　　　　　３

　０ ．０６６７９６

　０ ．０３６７９２

　１９ ．５１０９６

　０ ．０３１１７６

　　６ ．８５９８３

０． ００７６０３８

　１９１ ．０００００

１３３１ ．７７６５３

　－１３ ．７３５８８

　　　　　　　８

　０ ．０６５２０９

　０ ．０４７８５８

　２０ ．１５００４

　０ ．０２４８６４

　　８ ．４８４２０

０． ００２８７８１

　１９１ ．ＯＯＯ００

１３４１ ．９８３１６

　－１３ ．６３３３３

　　０ｐｔ： ２

　００５７７３１

　０ ．０１８０４２

　１５ ．１４５７６

　　０ ．１３００３

　　３ ．５５０２４

　０ ．０５６０８１

　２０１ ．ＯＯ０００

１４０４ ．１１０３２

　－１３ ．８１２０４

　　　　　　　４

　０ ．０７８２７８

　０ ．０３６４３７

　２１ ．４７１９２

　０ ．０１７３１１

　　６ ．７１８２８

０． ００８２７３４

　１９１ ．０００００

１３３３ ．６３３６５

　－１３ ．７１３４４

　　　　　　　９

　０ ．０８１００７

　０ ．０４７１２０

　２２ ．６９８９９

　０ ．０１２３４３

　　８ ．２５３５２

０． ００３３０４７

　１９１ ．０００００

１３４８ ．２２７４０

　－１３ ．６５６８３

（１０１６）



ＬＥＸ

ＬＣＰＩＡ

ＬＥＸ

ＬＣＰＩＡ

ＬＥＸ

ＬＣＰＩＡ

ＬＥＸ

ＬＣＰＩＡ

ＬＥＸ

ＬＣＰＩＡ

ＬＥＸ

ＬＣＰＩＡ

ＬＥＸ

ＬＣＰＩＡ

ＬＥＸ

ＬＣＰＩＡ

ＬＥＸ

ＬＣＰＩＡ

ＬＥＸ

ＬＣＰＩＡ

ＬＥＸ

ＬＣＰＩＡ

ＶＡＲモデルにおける共和分，ＥＣＭ，因果関係の分析（浅井）

　　　　　　　　Ｃｏｍｔｅｇｒａ七ｎｇ　ｖｅｃｔｏｒｓ　 ｆｏｒ１ａｇ　　　１

　　　　１　　　　　　　　　２

　　　１ ．ＯＯ０００　　　　　　　　１ ．Ｏ００００

　　 －１　１３１８０　　　　　　－１９　５５７７８

　　　　　　　　Ｃｏｍｔｅｇｒａｔｍｇ　ｖｅｃｔｏｒｓ　 ｆｏｒ１ａｇ　　　２

　　　　１　　　　　　　　　２

　　　１ ．０００００　　　　　　　　１ ．０００００

　　 －０ ．２０１５４　　　　　　 －４ ．５９８４６

　　　　　　　　Ｃｏｍｔｅｇｒａｔｍｇ　ｖｅｃｔｏｒｓ　ｆｏｒ１ａｇ　　　３

　　　　１　　　　　　　　　　２

　　　１ ．０００００　　　　　　　　１ ．０００００

　　 －０ ．５６１８１　　　　　　 －６ ．２８１７３

　　　　　　　　ＣｏｍｔｅｇＴａ七ｎｇ　ｖｅｃｔｏｒｓ　 ｆｏｒ１ａｇ　　　４

　　　　１　　　　　　　　２

　　　１ ．０００００　　　　　　　　１ ．０００００

　　 －Ｏ ．４５４２７　　　　　　　－５ ．５７３４１

　　　　　　　　Ｃｏｍｔｅｇ１＝ａｔｍｇ　ｖｅｃｔｏｒｓ　ｆｏｒ　ｌａｇ　　　５

　　　　１　　　　　　　　　２

　　　１ ．ＯＯ０００　　　　　　　　１ ．０００００

　　 －０ ．２８０５５　　　　　　　－ ４． ６９５４１

　　　　　　　　Ｃｏｍｔｅｇｒａｔｍｇ　ｖｅｃｔｏｒｓ　
ｆｏｒ　 ｌａｇ　　　６

　　　　１　　　　　　　　　２

　　　１ ．Ｏ００００　　　　　　　　１ ．０００００

　　 －Ｏ ．１２０７８　　　　　　　－ ４． ０９１３８

　　　　　　　　Ｃｏｍｔｅｇｒａｔｍｇ　ｖｅｃｔｏｒｓ　 ｆｏｒ１ａｇ　　　７

　　　　１　　　　　　　　　２

　　　　１ ．００００　　　　　　　　１ ．０００００

　　 －Ｏ ．１９６５１　　　　　　 －４ ．２７２１４

　　　　　　　　Ｃｏｍｔｅｇｒａｔｍｇ　ｖｅｃｔｏｒｓ　ｆｏｒ１ａｇ　　　８

　　　　１　　　　　　　　　２

　　　１ ．ＯＯ０００　　　　　　　　１ ．ＯＯ０００

　　 －Ｏ ．１５７３９　　　　　　　－ ４． ０６０９８

　　　　　　　　Ｃｏｍｔｅｇｒａｔｍｇ　ｖｅｃｔｏｒｓ　 ｆｏｒ１ａｇ　　　９

　　　　１　　　　　　　　　２

　　　１ ．０００００　　　　　　　　１ ．Ｏ００００

　　　０ ．４５８５３　　　　　 －２ ．７９８２５

　　　　　　　　Ｃｏｍｔｅｇｒａｕｎｇ　ｖｅｃｔｏｒｓ　 ｆｏｒ１ａｇ　　１０

　　　　１　　　　　　　　　２

　　　１ ．０００００　　　　　　　　１ ．Ｏ００００

　　　０ ．６８６２１　　　　　　　－２ ．５２０９３

　　　　　　　　Ｃｏｍｔｅｇｒａｔｍｇ　ｖｅｃｔｏｒｓ　 ｆｏｒ１ａｇ　　１１

　　　　１　　　　　　　　　２

　　　１ ．０００００　　　　　　　　１ ．０００００

　　 －０ ．１９８７９　　　　　　 －４ ．１４３４０

５７
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Ｖａ１ｕｅ

立命館経済学（第４８巻 ・第６号）

　　　　　　Ｃｏｍｔｅｇｒａｔｍｇ　ｖｅｃｔｏｒｓ　 ｆｏｒ１ａｇ　　１２

　１　　　　　　　　２

　１ ．Ｏ００００　　　　　　　　１ ．０００００

－０ ．４３１９５　　　　　　 －５ ．４１６１７

　　　　　　Ｃｏｍｔｅｇｒａｔｍｇ　ｖｅｃｔｏｒｓ　ｆｏｒ１ａｇ　　　２

　１　　　　　　　　　２

　１ ．０００００　　　　　　　　１ ．０００００

－Ｏ ．６２５５４　　　　　　　－７ ．６３４８８

ＭＡＸ２　　　　　ＭＡＸ１

１３ ．２１１９２　　　　　　　　９ ．６３４２０

８． 結びにかえて

　　本稿では経済時系列データの因果関係の分析方法をサ ーベイした。特に非定常な経済時系列デ

ータの因果関係を分析する方法に主眼を置いた。本稿が読者諸氏の因果分析の手助けになれば幸

いである 。
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